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【年始特集】ＥＵの個人情報保護規制：日本企業のビジネスへの影響は 

2019年 1月 9日 

国際社会経済研究所 小泉 雄介 

（The Daily NNA掲載 ©Economic Media Bulletin Ltd.） 

 

 欧州連合（ＥＵ）で 2018 年５月に「一般データ保護規則（ＧＤＰＲ）」が適用されて

から７カ月が経過した。適用前後の５月から６月にかけてはまさに「ＧＤＰＲ狂騒曲」とも

いうべき状況で、さまざまなメディアの誌面をにぎわせたことは記憶に新しい。（小泉雄介

＝国際社会経済研究所・主幹研究員） 

日本企業がＧＤＰＲの適用を受ける場面は大きく分けて三つある。①日本企業の欧州現

地法人などが欧州連合（ＥＵ）域内で個人データを取り扱う場合、②ＥＵに拠点を持たない

日本企業が同域内の個人に商品やサービスを提供する際に個人データを取得する場合、③

日本企業がＥＵ域内企業等から個人データの移転（提供や委託）を受ける場合である。大ま

かに言うと、①の場合は欧州現地法人、②の場合は日本企業に、ＧＤＰＲ全体が適用され、

③の場合はＥＵ域内企業と日本企業にＧＤＰＲの第三国移転条項が適用される。 

 ②は一般に「域外適用」と呼ばれ、どのようなケースまで域外適用の対象となるかが日本

企業の懸念材料となっていたが、このたび欧州データ保護会議（ＥＤＰＢ）がＧＤＰＲの地

理的適用範囲に関するガイドライン案を公表した。例えば、日本企業の懸念点として、ウェ

ブサイトの英文問い合わせページにＥＵ所在の個人が連絡先として氏名とメールアドレス

を書き込んできた場合にＧＤＰＲの域外適用の対象となるかが挙げられる。ガイドライン

案によると、このような場合は「ターゲッティング・クライテリア」（当該企業が EU所在

の個人をターゲットに商品やサービスを提供するという意思を示す何らかの証拠があるこ

と）を満たさないため、域外適用の対象にはならないとしている。 

 ③については、従来は移転に当たって標準契約条項（ＳＣＣ）の締結や拘束的企業準則（Ｂ

ＣＲ）の承認といった面倒な手続きが求められていた。しかし、日本産業界からの強い要望

もあり、日本政府は欧州委員会と 2016 年から日 EU 相互十分性認定の対話を開始。2018

年 7 月には最終合意し、まもなく運用が始まる見込みである。十分性認定の下では個人デ

ータ移転に当たって上記のような手続きは必要なくなるため、日本企業は労力やコストを

大幅に減らすことができる。 

 気になるＧＤＰＲの執行事例、特に監督機関から制裁金が科された事例については、2018

年 12月中旬時点では、ポルトガルやオーストリア、ドイツにおける事例など数件しかない

模様である。ただ、ＧＤＰＲの適用開始日には、米ソーシャルメディア大手フェイスブック

（ＦＢ）など４社がプライバシー団体から提訴されたのはかなりのニュースとなった。 

米欧拠点のシンクタンクＣＩＰＬによると、監督機関も企業同様、リスクベース・アプロ

ーチを取るため、各機関とも人員リソースが限られる中で、まずＥＵ市民の権利を大きく侵

害するリスクのあるケースについて執行を優先させるだろうとのことである。また、仏デー

タ保護当局の情報処理および自由に関する国家委員会（ＣＮＩＬ）のイザベル・ファルク・

ピエロタン委員長は「欧州の監督機関にとって現時点で大事なのは執行よりもＧＤＰＲの

周知徹底である」と語っていた。したがって、ＦＢのように大量かつ機微なＥＵ市民の個人

データを取り扱う企業でなければ、日本企業が制裁金などの執行を過剰に恐れる必要はな

いと考えられる。  
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表．ＧＤＰＲ関連の事例一覧 
時期 内容 

2018年５月 ＧＤＰＲ適用開始日、オーストリアのプライバシー保護団体が米検索エ
ンジン大手グーグル、ＦＢ、写真共有サービスのインスタグラム、メッ
セージアプリのワッツアップ（WhatsApp）の４社を提訴。 

2018年６月 プリンスホテルがネット予約を委託するフランス企業から顧客情報 12
万件が漏えい。 

2018年７月 ポルトガルの病院がＧＤＰＲ違反で同国監督機関から制裁金 40 万ユー
ロを科される。 

2018年９月 英航空ブリティッシュ・エアウェイズ（ＢＡ）から顧客情報 38万件が漏
えい。 

2018年 10月 ＦＢが顧客情報 2,900万件の漏えいを公表。 
2018年 11月 ＥＵ７カ国の消費者団体がＧＤＰＲに違反して位置情報を追跡している

としてグーグルの提訴を公表。 
2018年 11月 米ホテル大手マリオット・インターナショナルから最大５億人分の顧客

情報漏えいが判明。 

 

 ＥＵではさらに、電気通信分野の特別法にあたるｅプライバシー規則（ｅＰＲ）案も審議

されている。産業界にとって特に影響が大きいのはウェブサイトにおけるクッキーの取り

扱いだろう。同規則案では、サードパーティー・クッキーなどの個人を追跡する目的のクッ

キーは本人の同意が必要である。この要件は現行のｅプライバシー指令にも含まれるが、ｅ

ＰＲ案では同意の条件がより厳しく設定されている。拒否しない限り同意とみなす、いわゆ

る黙示の同意方法はｅＰＲ案では認められないため、サードパーティー・クッキーを用いた

サービス、とりわけオンライン広告業界および広告収入に依存したネット上の無料サービ

スにとって大きな打撃になるともいわれている。 

 ｅＰＲ案は、欧州議会では既に修正案が採択されており、ＥＵ理事会による修正案の採択

と、欧州委員会を交えた三者協議を残すのみとなっている。選挙を 2019年５月に控える欧

州議会と、その後に新たな委員の選出を控える欧州委員会は、議員・委員交代前の採択を目

指しているが、特に「締め切り」のないＥＵ理事会での審議が遅れている。2018年 12月の

閣僚理事会でも修正案の採択が見送られたため、5月までの正式採択は難しい状況となった。 

 なお米国でも、ＧＤＰＲやカリフォルニア州消費者プライバシー法制定、英データ分析ケ

ンブリッジ・アナリティカによるＦＢからの個人情報不正入手などの影響を受けて、連邦レ

ベルでの包括的な個人情報保護法を検討する動きがある。ブラジルでＧＤＰＲに類似した

個人情報保護法が制定されたほか、インドでもＧＤＰＲを意識した個人情報保護法草案が

検討されるなど、同規則はデータ保護分野での「デファクトスタンダート（事実上の標準）」

となりつつある。他にもデジタル課税や著作権保護強化、プラットフォーマー規制など攻勢

を強めるＥＵの動きからは目が離せない。 
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